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地  方  自  治  法  施  行

市制・町村制施行 

市制町村制施行 

・大区、小区を廃し、府県の下に郡区町村を設置 

戸籍法制定 

郡区町村編制法制定 

・全国に区を設置（その後、大区、小区に分かれる） 

府県制施行 

分 権 一 括 法 に よ る 改 正 

・地方公共団体は地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担う 

・市町村は、基礎的な地方公共団体として、都道府県が処理するものとされている

ものを除き、一般的に、地域における事務及び法令で定められたその他の事務を

処理  

・都道府県は、広域にわたる事務、市

町村に関する連絡調整に関する事

務及びその規模又は性質において

一般の市町村が処理することが適

当でないと認められる事務を処理  

・市町村の区域は従来の区域を引き継ぐ 

・市制は人口 2万 5000 以上の市街地に施行 

・町村制は市制を施行する地を除きすべての町村に施行 

（施行に先立ち、約 300～500 戸を標準規模として町村合併を推進） 

市町村制度の沿革
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○ 我が国の市町村数は、明治２１年(１８８８年）には７万を超えていた町村が、明治、
昭和、平成と３度の大合併を経て、現在では１，７１９市町村にまで減少。

明治の大合併

昭和の大合併

市 町 村 計

明治21年 (1888年) － 71,314

22年 (1889年) 39 15,859

昭和20年 (1945年) 10月 205 1,797 8,518 10,520

28年 (1953年) 10月 286 1,966 7,616 9,868

31年 (1956年)  ４月 495 1,870 2,303 4,668

36年 (1961年)  ６月 556 1,935 981 3,472

40年 (1965年)  ４月 560 2,005 827 3,392

60年 (1985年)  ４月 651 2,001 601 3,253

平成11年 (1999年)  ４月 671 1,990 568 3,229

18年 (2006年)  ３月 777 846 198 1,821

22年 (2010年)  ３月 786 757 184 1,727

25年 (2013年)  1月 789 746 184 1,719

年　　　月

(71,314)

(15,820)

平成の大合併

○小学校や戸籍の事務処理を行うため、300～500戸を

標準と して、全国一律に町村の合併を実施。

○中学校１校を効率的に設置管理していくため、人口

規模8,000人を標準として町村の合併を推進。

○地方分権の推進等のなかで、与党の『市町村合併後の

自治体数を1,000を目標とする』という方針を踏まえ、自

主的な市町村合併を推進。

※平成25年1月1日時点。

市町村合併による市町村数の変遷
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市町村数

○ 平成１６年度・１７年度に進んだ合併により市町村数が減少。

市町村数・・・１，７１９
市・・・７８９
うち 政令市・・・２０

中核市・・・４１
特例市・・・４０

町・・・７４６
村・・・１８４

現在の市町村数
（平成25年１月１日現在）

市町村数の推移

3



＜人口２０万人未満の市町村のみを表示＞
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中央値が属する部分

平均値が属する部分

団体数：１，７２７市町村
平均値：６８，９７０人
中央値：２４，７５０人

※ 人口は、平成22年国勢調査（平成22年10月１日現在）に基づくもの。 団体数は、平成22年10月１日現在。
※ 人口規模は、１万人ごとに区分。

○ 最大３５０万人超から最小２００人余りまで分布。
○ 人口１万人未満の市町村が５００程度、なお３割弱に及ぶ。

順位 市町村名 人口（人）

１ 横浜市（神奈川） 3,688,773

２ 大阪市（大阪） 2,665,314

３ 名古屋市（愛知） 2,263,894

４ 札幌市（北海道） 1,913,545

５ 神戸市（兵庫） 1,544,200

順位 市町村名 人口（人）

１ 青ヶ島村（東京） 201

２ 利島村（東京） 341

３ 御蔵島村（東京） 348

４ 粟島浦村（新潟） 366

５ 大川村（高知県） 411

人口規模別市町村数

市町村数

人
口
規
模
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※ 面積は、「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院、平成22年10月１日現在）に基づくもの。団体数は、平成22年10月１日現在。

○ 2,000㎢を超える市町村がある一方で、100㎢未満の市町村が４割超を占める。

市町村数

面
積

面積の大きい市町村
(H22）

順位 市町村名 面積（ k㎡）

１ 舟橋村（富山） ３．５

２ 渡名喜村（沖縄） ３．７

３ 忠岡町（大阪） ４．０

４ 三宅町（奈良） ４．０

５ 利島村（東京） ４．１

面積の小さい市町村
(H22）

順位 市町村名 面積（ k㎡）

１ 高山市（岐阜） ２，１７８

２ 浜松市（静岡） １，５５８

３ 日光市（栃木） １，４５０

４ 北見市（北海道） １，４２８

５ 静岡市（静岡） １，４１２

面積による分布状況

中央値が属する部分

平均値が属する部分 団体数：１，７２７市町村
平均値：２１５．６㎢
中央値：１２３．６㎢
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○ 我が国の総人口は、2004年をピークに、今後100年間で100年前（明治時代後半）の水準
に戻っていく。この変化は、千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。

我が国における総人口の長期的推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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○ 我が国の総人口は、2050年には9,515万人となり、約3,300万人（約25.5％）減少。
○ 高齢人口が約1,200万人増加するのに対し、生産年齢人口は約3,500万人、若年人口は約
900万人減少。その結果、高齢化率は約20％から約40％に上昇。

我が国における総人口の推移（年齢３区分別）

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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○ これまで主流であった「夫婦と子」からなる世帯は、2050年には少数派となり、単独世帯が
約４割を占め、主流となる。また、単独世帯のうち高齢者単独世帯の割合は５割を超える。

世帯数の推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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○ 2050年までに、現在、人が居住している地域の約２割が無居住化。
○ 現在、国土の約５割に人が居住しているが、約４割にまで減少。

居住地域・無居住地域の推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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